
 
再生資源供給サプライチェーンの強靱化に関する検討会 

設置要綱 
 
１．設置の趣旨 
 世界における資源の獲得競争の激化や廃棄物・スクラップ発生量の減少、人
口減少・担い手の世代交代といった状況の中、我が国の持続的な発展に必要な
資源を確保するためには、資源循環の円滑化・活性化を促し、「再生資源供給
サプライチェーンの強靱化」を実現することが必要。 
 「循環経済行動計画」（令和８年４月 21 日循環経済に関する関係閣僚会議決
定）においては、再資源化等拠点構築・ネットワーク形成等に対する投資促進
のための多角的な経済的支援スキーム（予算面、金融面等）の構築について制
度的措置を含め講ずること、初期投資への支援と、脱炭素化支援機構（JICN）
などの官民ファンドの活用、中小企業支援も含めた、効果的な融資やリスクマ
ネー供給などを実施・検討することとされた。 
 これを受け、動静脈連携による高品質な再生資源の供給の確保、需給双方の
成長、資源循環産業の効率性向上による再生資源市場の安定的な拡大に向け、
資源循環ビジネスへの投資促進のための多角的な経済的支援スキーム及び投資
の受け皿となるサプライチェーンの在り方等について検討の場を設ける。 
 
２．構成 
 別紙のとおり。なお、座長の了解を得た者はオブザーバーとして出席でき
る。 
 
３．座長 
 座長は委員の互選により決定する。 
 
４．事務局 
 事務局は環境省環境再生・資源循環局資源循環課資源循環ビジネス推進室及
び経済産業省イノベーション・環境局 GX グループ資源循環経済課とする。 
 
５．検討内容等の公開等 
 会議は非公開とする。会議資料及び議事要旨については、原則公開とする。
ただし、座長が非公開とすることが望ましいと判断し、予め委員の了承を得た
場合は、この限りでない。議事要旨は、事務局において検討会での概要をとり
まとめ、委員の確認を受けて作成する。 
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